
諮 問 第 ５ ４ ４ 号 

環保企発第２１０１０５３号 

令 和 ３ 年 １ 月 ５ 日 

中央環境審議会 

  会長  武内 和彦 殿 

環境大臣  小泉 進次郎 

（ 公 印 省 略 ）   

  公害健康被害の補償等に関する法律の規定による障害補償標準給付基礎月額

及び遺族補償標準給付基礎月額の改定について（諮問） 

 公害健康被害の補償等に関する法律の規定による障害補償標準給付基礎月額

及び遺族補償標準給付基礎月額を令和３年４月分から別記のとおり改定するこ

とについて、同法第２６条第２項及び第３１条第２項の規定に基づき貴審議会

の意見を求める。 
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（ 別 記 ）

令 和 ３ 年 度 障 害 補 償 標 準 給 付 基 礎 月 額

 （ 単 位 ： 千 円 ）

年 齢 階 層

性 別

男 女

 ３ ０  ～  ３ ４

 ３ ５  ～  ３ ９

 ４ ０  ～  ４ ４

 ４ ５  ～  ４ ９

 ５ ０  ～  ５ ４

 ５ ５  ～  ５ ９

 ６ ０  ～  ６ ４

 ６ ５  ～  ６ ９

 ７ ０  ～

 ２ ７ ０ ． ７

 ３ ０ ０ ． ４

 ３ ２ ３ ． ７

 ３ ４ ５ ． ３

 ３ ６ ８ ． ７

 ３ ５ ８ ． ７

 ２ ５ ９ ． ８

 ２ ２ ３ ． ２

 ２ １ ６ ． ２

 ２ １ ６ ． ４

 ２ ２ １ ． ９

 ２ ３ １ ． ８

 ２ ３ ４ ． ８

 ２ ３ ７ ． ０

 ２ ２ ８ ． ４

 １ ９ １ ． ９

 １ ８ ０ ． ４

 １ ８ ０ ． ５

令 和 ３ 年 度 遺 族 補 償 標 準 給 付 基 礎 月 額 （ 案 ）

 （ 単 位 ： 千 円 ）

年 齢 階 層

性 別

男 女

 ３ ０  ～  ３ ４

 ３ ５  ～  ３ ９

 ４ ０  ～  ４ ４

 ４ ５  ～  ４ ９

 ５ ０  ～  ５ ４

 ５ ５  ～  ５ ９

 ６ ０  ～  ６ ４

 ６ ５  ～  ６ ９

 ７ ０  ～

 ２ ３ ６ ． ８

 ２ ６ ２ ． ９

 ２ ８ ３ ． ２

 ３ ０ ２ ． １

 ３ ２ ２ ． ６

 ３ １ ３ ． ９

 ２ ２ ７ ． ４

 １ ９ ５ ． ３

 １ ８ ９ ． ３

 １ ８ ９ ． ４

 １ ９ ４ ． ２

 ２ ０ ２ ． ８

 ２ ０ ５ ． ４

 ２ ０ ７ ． ４

 １ ９ ９ ． ８

 １ ６ ７ ． ９

 １ ５ ７ ． ８

 １ ５ ７ ． ９
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中 環 審 第 1 1 5 7 号 

令 和 ３ 年 １ 月 ５ 日 

 

中央環境審議会 環境保健部会 

   部会長  大塚 直 殿 

 

 

中央環境審議会 

会長 武内 和彦 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

公害健康被害の補償等に関する法律の規定による障害補償標準給付 

    基礎月額及び遺族補償標準給付基礎月額の改定について（付議） 

 

 

 

令和３年１月５日付け諮問第 544 号をもって環境大臣より当審議会に対してなさ

れた標記諮問については、中央環境審議会議事運営規則第５条の規定に基づき、環境

保健部会に付議する。 
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（参照条文）

〇公害健康被害の補償等に関する法律
（昭和四十八年十月五日法律第百十一号）

（障害補償費の額）

第二十六条 障害補償費の額は、被認定者の障害補償標準給付基礎月額に相当する額に

その者の障害の程度に応じた政令で定める率を乗じて得た額（指定疾病による障害の

程度が前条第一項の政令で定める障害の程度のうち最も重度である障害の程度に該当

するものである場合にあつては、その額と政令で定める介護加算額とを合算した額）

とする。

２ 障害補償標準給付基礎月額は、労働者の賃金水準その他の事情を考慮して、政令で

定めるところにより、環境大臣が、中央環境審議会の意見を聴いて定める。

（遺族補償費の額）

第三十一条 遺族補償費の額は、当該死亡した被認定者又は認定死亡者の遺族補償標準

給付基礎月額に相当する額とする。

２ 遺族補償標準給付基礎月額は、労働者の賃金水準、被認定者又は認定死亡者が死亡

しなかつたとすれば通常支出すると見込まれる経費その他の事情を考慮して、政令で

定めるところにより、環境大臣が、中央環境審議会の意見を聴いて定める。

３ （略）

〇公害健康被害の補償等に関する法律施行令
（昭和四十九年八月二十日政令第二百九十五号）

（障害補償標準給付基礎月額の算定方法）

第十二条 障害補償標準給付基礎月額は、法第四条第一項又は第二項の認定を受けた者

（法第六条の規定による申請に基づいて認定を受けた者を除き、以下「被認定者」と

いう。）の性別及び環境大臣の定める年齢階層別に区分して、毎年度定めるものとす

る。

（遺族補償標準給付基礎月額の算定方法）

第十七条 遺族補償標準給付基礎月額は、死亡した被認定者又は法第六条の規定による

申請に基づいて行われた認定に係る死亡者の性別及び環境大臣の定める年齢階層別に

区分して、毎年度定めるものとする。
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○公害健康被害補償法の実施に係る重要事項について（抄）

（昭和49年8月12日 中央公害対策審議会答申）

6 標準給付基礎月額の算定について

（1）障害補償費及び遺族補償費の標準給付基礎月額は、「賃金構造基本統計調査報告」

を用いて、性別及び年齢階層別に区分して定めることが適当である。世帯主、世帯員

の別を設けることは、世帯員の給付水準を引き下げる要因にもなりかねず、制度とし

て定型化を行う以上、全労働者の性別及び年齢階層別の平均賃金を基礎として標準給

付基礎月額を定めることはやむを得ないものと考える。

（2）給付水準は、障害補償費にあつては「賃金構造基本統計調査報告」による労働者の

性別及び年齢階層別の平均賃金の八○パーセント、遺族補償費にあつては七○パーセ

ントとすることが適当である。

（3）標準給付基礎月額は、毎年定めるべきであると考える。この場合、その算定の基礎

となる賃金は、前年の賃金実績（注）によることとし、その基礎となるデータは労働省

の「賃金構造基本統計調査報告」及び同省の「春闘による賃金引上げ状況調査報告」

を用いることとする。

なお、初年度である昭和四十九年度においては、制度の実施時期（同年九月）との

関係で同年度の賃金の動向が推定できるところから、四十八年の賃金実績に四十九年

の賃金の動向を織り込み補正を加えたものを基礎として標準給付基礎月額を算定する

ものとする。従つて、昭和五十年度の標準給付基礎月額は、昭和四十九年度の場合と

同額となる。

（注）「前年の賃金実績」を基礎とするのは次の理由による。即ち本制度では単一年度収支均衡の建前をとり、収

支の見込額は年度開始前に決定することとしている。従つてその年度の障害補償費の算定の基礎となる標準給

付基礎月額は年度開始前に決定し、告示する必要がある。この場合、その時点で得られる賃金に関するデータ

は、前々年の「賃金構造基本統計調査報告」(実績が公表されるのは翌年の六月ないし七月)と前年の「春闘に

よる賃金引上げ状況調査報告」であるので、これから「前年の賃金実績」を求め、その実績を基礎としてその

年度の標準給付基礎月額を算定することになる。

（4）年齢階層の区分は原則として五歳きざみとするが、二○歳未満の者にあつては一五

～一七歳、一八・一九歳とすることが実情にかなつた方法であると考える。「賃金構

造基本統計調査報告」では把握されていない六五歳以上の者については、老齢化に伴

う労働能力の減退をどう考えるかという問題はあるとしても一つのグループとして取

り扱つてよいと考える。
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公健法に基づいて認定されている ぜん息等の公害健康被害補償患者等に対して 

給付する障害補償標準給付基礎月額・遺族補償標準給付基礎月額について  

 

１． 障害補償標準給付基礎月額 

 

被認定者の指定疾病による障害の程度に応じて支給する障害補償費の算

定の基礎となる額。性別・年齢階層別に定める。 

 

 

区分 

 

 

障 害 の 程 度 

 

給付率 

 

特級 

労働することができず、日常生活に著しい制限を受ける

程度の心身の状態で、指定疾病の種類に応じて環境大臣

が定める基準に該当し、かつ、当該指定疾病につき常時

介護を必要とするもの 

 

1.0 

 

１級 

労働することができず、日常生活に著しい制限を受ける

か、又は労働してはならず、日常生活に著しい制限を加

えることを必要とする程度の心身の状態で、指定疾病の

種類に応じて環境大臣が定める基準に該当するもの 

 

1.0 

 

２級 

労働に著しい制限を受け、日常生活に制限を受けるか、

又は労働に著しい制限を加え、日常生活に制限を加える

ことを必要とする程度の心身の状態で、指定疾病の種類

に応じて環境大臣が定める基準に該当するもの 

 

0.5 

 

３級 

労働に制限を受け、日常生活にやや制限を受けるか、又

は労働に制限を加え、日常生活にやや制限を加えること

を必要とする程度の心身の状態で、指定疾病の種類に応

じて環境大臣が定める基準に該当するもの 

 

0.3 

  （出典：公害健康被害の補償等に関する法律施行令第１０条） 

 

２． 遺族補償標準給付基礎月額 

 

被認定者が指定疾病に起因して死亡した場合に、被認定者の遺族に対して

支給する遺族補償費及び遺族補償一時金の算定の基礎となる額。性別・年齢

階層別に定める。 
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※（　　）内は平成３０年値 （単位：千円）

男女計、年齢計 ３３８.０ (336.7)

（対前年アップ率） 0.4% (0.9%)

３７４.９ (374.7) ２６９.０ (265.6)

（年齢階層）

　　　　～　　１９ ２０６.２ (205.6) １８５.６ (186.4)

２０　　～　　２４ ２４５.５ (245.1) ２２５.５ (224.1)

２５　　～　　２９ ２９３.９ (290.2) ２５５.２ (251.9)

３０　　～　　３４ ３３６.６ (335.2) ２６７.８ (263.9)

３５　　～　　３９ ３７３.６ (371.4) ２７４.６ (272.2)

４０　　～　　４４ ４０２.５ (401.2) ２８６.８ (281.8)

４５　　～　　４９ ４２９.４ (433.4) ２９０.５ (287.4)

５０　　～　　５４ ４５８.５ (460.8) ２９３.３ (288.1)

５５　　～　　５９ ４４６.１ (449.4) ２８２.６ (282.5)

６０　　～　　６４ ３２４.６ (319.1) ２４０.２ (233.0)

６５　　～　　６９ ２７７.５ (275.4) ２２３.２ (217.5)

７０　　～　　　　 ２５７.４ (265.9) ２２１.７ (221.5)

厚生労働省賃金構造基本統計調査報告（実績）の産業計
企業規模別計、学歴計「きまって支給する現金給与額」

年　　　齢　　　計

男　　　　子 女　　　　子

令　　　　　和　　　　　元　　　　　年

(注） 平成20年調査から65歳以上の年齢階層の区分が変更され、65歳から69歳、70歳以上の区分とされた。
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（単位：千円）

男女計、年齢計

（対前年アップ率）

0.2 0.1 % 3.4 1.3 %

（年齢階層） (千円) （％） (千円) （％）

　　　　～　　１９ 0.6 0.3 % ▲ 0.8 ▲ 0.4 %

２０　　～　　２４ 0.4 0.2 % 1.4 0.6 %

２５　　～　　２９ 3.7 1.3 % 3.3 1.3 %

３０　　～　　３４ 1.4 0.4 % 3.9 1.5 %

３５　　～　　３９ 2.2 0.6 % 2.4 0.9 %

４０　　～　　４４ 1.3 0.3 % 5.0 1.8 %

４５　　～　　４９ ▲ 4.0 ▲ 0.9 % 3.1 1.1 %

５０　　～　　５４ ▲ 2.3 ▲ 0.5 % 5.2 1.8 %

５５　　～　　５９ ▲ 3.3 ▲ 0.7 % 0.1 0.0 %

６０　　～　　６４ 5.5 1.7 % 7.2 3.1 %

６５　　～　　６９ 2.1 0.8 % 5.7 2.6 %

７０　　～　　　　 ▲ 8.5 ▲ 3.2 % 0.2 0.1 %

(注） 平成20年調査から65歳以上の年齢階層の区分が変更され、65歳から69歳、70歳以上の区分とされた。

厚生労働省賃金構造基本統計調査報告（実績）の対前年増減表

年　　　齢　　　計

男　　　　子 女　　　　子

0.4%

1.3

令　　　　　和　　　　　元　　　　　年
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（注）春　　　　　 闘・・・民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況
　　　賃金センサス・・・賃金構造基本統計調査報告

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

春闘アップ率 1.82 1.83 1.78 1.8 2.19 2.38 2.14 2.11 2.26 2.18 2.00

賃金センサスアップ率（男女計） 1.5 0.2 0.6 -0.5 1.7 1.1 0.1 0.0 0.9 0.4

賃金センサスアップ率（男子） 1.5 0.1 0.6 -0.7 1.6 1.3 0.2 0.1 0.9 0.1

賃金センサスアップ率（女子） 0.2 2.1 0.4 -0.1 2.5 1.6 1.2 0.3 0.8 1.3

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

％ 春闘及び賃金センサスのアップ率の推移
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標準給付基礎月額（障害補償費・遺族補償費）の算定方法について 

 

１ 標準給付基礎月額の算定方法 

障害補償標準給付基礎月額の算定は、前々年の賃金センサスによる労働者の性別

及び年齢階層別の平均賃金の８０％（遺族補償の月額にあっては７０％）に、前年

の賃金推計アップ率を乗じて算出する。 

また、激変緩和措置として、平成１４年度改定から、賃金センサス全体の推移と

２．５％以上乖離している年齢階層については、翌年そのズレを戻す傾向にあるこ

とが統計的に有意であったことから、回帰分析手法を用いて補正して改定額を算定

している。さらに、平成２１年度改定から、前年の標準給付基礎月額から２％以上

増減していた年齢階層については、その増減率をプラスマイナス２％としている。 

 

２ 賃金推計アップ率の算出 

賃金推計アップ率の算出に当たり、賃金水準の変動は男女間に差異があることか

ら、現実の賃金水準の変動を推計アップ率により反映させるため、平成２６年度改

定から、賃金センサスを用いて、男女別に賃金推計アップ率を算出している。 
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　　　　　　　　　　　　　　　　   賃金アップ率のトレンドグラフ
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年齢階層別賃金センサスアップ率における全労働者平均アップ率から当年乖離（X）と翌年乖離（Y）との相関分析概要（男子）

（統計的手法（回帰分析）に基づくデータ処理後の分析結果）

相関R 0.68

ｔ 1.90

統計数値

y = -0.3804x + 0.0097（t=1.90）

-0.06

-0.04

-0.02

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

-0.15 -0.1 -0.05 0 0.05 0.1 0.15

翌年乖離

当年乖離
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令和３年度 障害補償標準給付基礎月額（案）

賃金推計アップ率

H30（千円） R元（千円） 増減額（千円） 増減率(%)   男子 0.5%

336.7 338.0 1.3 0.4   女子 1.0%

374.7 374.9 0.2 0.1 ①

265.6 269.0 3.4 1.3 ①

年齢階層
H30賃金構造
基本統計
調査報告

R元賃金構造
基本統計
調査報告

増減額 増減率
増減率

（男女別平均）
との乖離

R2障害補償
標準給付
基礎月額

賃金推計
アップ率を加算

(補正前)

回帰分析後
（補正後）

増減額 増減率

30 ～ 34 335.2 336.6 1.4 0.4% 0.3% 268.5 270.7 2.2 0.8%

35 ～ 39 371.4 373.6 2.2 0.6% 0.5% 297.5 300.4 2.9 1.0%

40 ～ 44 401.2 402.5 1.3 0.3% 0.2% 321.3 323.7 2.4 0.7%

45 ～ 49 433.4 429.4 △ 4.0 △0.9% △1.0% 347.1 345.3 △ 1.8 △0.5%

50 ～ 54 460.8 458.5 △ 2.3 △0.5% △0.6% 369.0 368.7 △ 0.3 △0.1%

55 ～ 59 449.4 446.1 △ 3.3 △0.7% △0.8% 359.9 358.7 △ 1.2 △0.3%

60 ～ 64 319.1 324.6 5.5 1.7% 1.6% 254.7 261.0 6.3 2.5% 259.8 2.0%

65 ～ 69 275.4 277.5 2.1 0.8% 0.7% 220.6 223.2 2.6 1.2%

70 ～   265.9 257.4 △ 8.5 △3.2% △3.3% 220.6 207.0 211.5 △ 9.1 △4.1% 216.2 △2.0%

30 ～ 34 263.9 267.8 3.9 1.5% 0.2% 213.1 216.4 3.3 1.5%

35 ～ 39 272.2 274.6 2.4 0.9% △0.4% 219.8 221.9 2.1 1.0%

40 ～ 44 281.8 286.8 5.0 1.8% 0.5% 227.5 231.8 4.3 1.9%

45 ～ 49 287.4 290.5 3.1 1.1% △0.2% 232.0 234.8 2.8 1.2%

50 ～ 54 288.1 293.3 5.2 1.8% 0.5% 232.6 237.0 4.4 1.9%

55 ～ 59 282.5 282.6 0.1 0.0% △1.3% 228.1 228.4 0.3 0.1%

60 ～ 64 233.0 240.2 7.2 3.1% 1.8% 188.1 194.1 6.0 3.2% 191.9 2.0%

65 ～ 69 217.5 223.2 5.7 2.6% 1.3% 179.4 180.4 1.0 0.6%

70 ～   221.5 221.7 0.2 0.1% △1.2% 184.2 179.2 △ 5.0 △2.7% 180.5 △2.0%

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

補正係数 切片 R元乖離差

（ａ） （ｂ） （Ｘ） H30乖離差(Y)
R1賃金推計

アップ率を補正

男　　子 70 ～   -0.38039 0.00969 -0.033 0.0222 102.7%

⑬ ⑭ ⑮

男
　
　
　
　
子

女
　
　
　
　
子

年齢階層
R2年賃金推計アップ率

上下2%緩和措置

賃金構造基本統計調査報告の実績値

全労働者平均

男子

女子

R3障害補償標準給付基礎月額
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令和３年度 遺族補償標準給付基礎月額（案）

賃金推計アップ率

H30（千円） R元（千円） 増減額（千円） 増減率(%)   男子 0.5%

336.7 338.0 1.3 0.4   女子 1.0%

374.7 374.9 0.2 0.1 ①

265.6 269.0 3.4 1.3 ①

年齢階層
H30賃金構造
基本統計
調査報告

R元賃金構造
基本統計
調査報告

増減額 増減率
増減率

（男女別平均）
との乖離

R2遺族補償
標準給付
基礎月額

賃金推計
アップ率を加算

(補正前)

回帰分析後
（補正後）

増減額 増減率

30 ～ 34 335.2 336.6 1.4 0.4% 0.3% 234.9 236.8 1.9 0.8%

35 ～ 39 371.4 373.6 2.2 0.6% 0.5% 260.3 262.9 2.6 1.0%

40 ～ 44 401.2 402.5 1.3 0.3% 0.2% 281.2 283.2 2.0 0.7%

45 ～ 49 433.4 429.4 △ 4.0 △0.9% △1.0% 303.7 302.1 △ 1.6 △0.5%

50 ～ 54 460.8 458.5 △ 2.3 △0.5% △0.6% 322.9 322.6 △ 0.3 △0.1%

55 ～ 59 449.4 446.1 △ 3.3 △0.7% △0.8% 314.9 313.9 △ 1.0 △0.3%

60 ～ 64 319.1 324.6 5.5 1.7% 1.6% 222.9 228.4 5.5 2.5% 227.4 2.0%

65 ～ 69 275.4 277.5 2.1 0.8% 0.7% 193.0 195.3 2.3 1.2%

70 ～   265.9 257.4 △ 8.5 △3.2% △3.3% 193.1 181.1 185.1 △ 8.0 △4.1% 189.3 △2.0%

30 ～ 34 263.9 267.8 3.9 1.5% 0.2% 186.4 189.4 3.0 1.6%

35 ～ 39 272.2 274.6 2.4 0.9% △0.4% 192.3 194.2 1.9 1.0%

40 ～ 44 281.8 286.8 5.0 1.8% 0.5% 199.1 202.8 3.7 1.9%

45 ～ 49 287.4 290.5 3.1 1.1% △0.2% 203.0 205.4 2.4 1.2%

50 ～ 54 288.1 293.3 5.2 1.8% 0.5% 203.5 207.4 3.9 1.9%

55 ～ 59 282.5 282.6 0.1 0.0% △1.3% 199.6 199.8 0.2 0.1%

60 ～ 64 233.0 240.2 7.2 3.1% 1.8% 164.6 169.9 5.3 3.2% 167.9 2.0%

65 ～ 69 217.5 223.2 5.7 2.6% 1.3% 157.0 157.8 0.8 0.5%

70 ～   221.5 221.7 0.2 0.1% △1.2% 161.1 156.8 △ 4.3 △2.7% 157.9 △2.0%

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

補正係数 切片 R元乖離差

（ａ） （ｂ） （Ｘ） R1乖離差(Y)
R1賃金推計

アップ率を補正

男　　子 70 ～   -0.38039 0.00969 -0.033 0.0222 102.7%

⑬ ⑭ ⑮

男
　
　
　
　
子

女
　
　
　
　
子

年齢階層
R2年賃金推計アップ率

R3遺族補償標準給付基礎月額

上下2%緩和措置

賃金構造基本統計調査報告の実績値

全労働者平均

男子

女子
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１．障害補償標準給付基礎月額の改定

（単位：千円）

年齢階層 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度

30～34 268.5 270.7 0.8% 213.1 216.4 1.5%

35～39 297.5 300.4 1.0% 219.8 221.9 1.0%

40～44 321.3 323.7 0.7% 227.5 231.8 1.9%

45～49 347.1 345.3 △0.5% 232.0 234.8 1.2%

50～54 369.0 368.7 △0.1% 232.6 237.0 1.9%

55～59 359.9 358.7 △0.3% 228.1 228.4 0.1%

60～64 254.7 259.8 188.1 191.9

65～69 220.6 223.2 1.2% 179.4 180.4 0.6%

70～   220.6 216.2 184.2 180.5

平均アップ率 0.3% 0.9%

男女計平均アップ率 0.6%

２．遺族補償標準給付基礎月額の改定

（単位：千円）

年齢階層 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度

30～34 234.9 236.8 0.8% 186.4 189.4 1.6%

35～39 260.3 262.9 1.0% 192.3 194.2 1.0%

40～44 281.2 283.2 0.7% 199.1 202.8 1.9%

45～49 303.7 302.1 △0.5% 203.0 205.4 1.2%

50～54 322.9 322.6 △0.1% 203.5 207.4 1.9%

55～59 314.9 313.9 △0.3% 199.6 199.8 0.1%

60～64 222.9 227.4 164.6 167.9

65～69 193.0 195.3 1.2% 157.0 157.8 0.5%

70～   193.1 189.3 161.1 157.9

平均アップ率 0.3% 0.9%

男女計平均アップ率 0.6%

[参考]年齢階層別被認定者数比率（令和２年９月末）

年齢階層 被認定者数比率

30～34 1.3%

35～39 11.2%

40～44 15.1%

45～49 15.9%

50～54 10.1%

55～59 5.7%

60～64 4.0%

65～69 4.9%

70～   31.8%

被認定者の総数は  30,490人

△4.1%→△2.0%

男子 女子

アップ率 アップ率

2.5%→2.0%

男子 女子

アップ率 アップ率

△4.1%→△2.0%

2.5%→2.0%

△2.7%→△2.0%

3.2%→2.0%

3.2%→2.0%

△2.7%→△2.0%
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